
配偶者が相続開始時に居住していた被相続人所有の建物を対象として，終身又は
一定期間，配偶者に建物の使用を認めることを内容とする法定の権利（配偶者居住
権）を新設する。

１．見直しのポイント

２．現行制度

配偶者の居住権を長期的に保護するための方策（配偶者居住権）

配偶者が居住建物を取得する場合には，他の財産を受け取れなくなってしまう。

配偶者は自宅での居住を継続しながらその他の財産も取得できるようになる。

例： 相続人が妻及び子，遺産が自宅（２０００万円）及び預貯金（３０００万円）だった場合
妻と子の相続分 ＝ １：１ （妻２５００万円 子２５００万円）

① 遺産分割における選択肢の一つとして
② 被相続人の遺言等によって
配偶者に配偶者居住権を取得させることができるようにする。

遺産

２０００万円

３０００万円

自宅（２０００万円）
預貯金５００万円

預貯金２５００万円

住む場所はあるけど，
生活費が不足しそうで
不安。

３．制度導入のメリット

遺産

３０００万円

配偶者居住権（１０００万円）
預貯金１５００万円

負担付の所有権（１０００万円）
預貯金１５００万円

住む場所もあって，生活費
もあるので，生活が安心。

負担付き所有権
（１０００万円）

２０００万円

配偶者居住権
（１０００万円）



建物敷地の現在価値 負担付所有権の価値（注２）

配偶者
居住権
の価値

配偶者居住権の価値評価について（簡易な評価方法）

簡易な評価方法の考え方

（事例）
同年齢の夫婦が３５歳で自宅（木造）を新築。
妻が７５歳の時に夫が死亡。
その時点での土地建物の価値４２００万円（注）。

（注）東京近郊（私鉄で中心部まで約１５分，駅徒歩数分）の実例（敷地面積９０平米，木造２階建て，
４ＤＫ＋Ｓ，築４０年）を参考に作成

平均余命 平成２８年簡易生命表より抜粋
（単位：年）

男 女

５０歳 ３２．５４ ３８．２１

５５歳 ２８．０２ ３３．５３

６０歳 ２３．６７ ２８．９１

６５歳 １９．５５ ２４．３８

７０歳 １５．７２ １９．９８

７５歳 １２．１４ １５．７６

８０歳 ８．９２ １１．８２

８５歳 ６．２７ ８．３９

評価の具体例

終身の間（平均余命を前提に計算）の配偶者居
住権を設定したものとして計算（注）

この場合，配偶者居住権の価値は１５００万円と
なり，約３５パーセントにその価値を圧縮すること
ができる。

（注）この事例では，配偶者居住権消滅時の建物の価値
が０円となるため，土地の価格（４２００万円）を法定利率
年３％で１５年分割り戻したもの。

建物敷地の現在価値 負担付所有権の価値

配偶者
居住権
の価値

４２００万円 ２７００万円
１５００万円

法制審議会民法（相続関係）部会において事務当局が示した考え方（注１）
※平成２９年３月２８日第１９回部会会議資料より

（注１）相続人間で，簡易な評価方法を用いて遺産分割を行うことに合意がある場合に使うことを想定したもので
あるが，不動産鑑定士協会からも一定の合理性があるとの評価を得ている。

（注２）負担付所有権の価値は，建物の耐用年数，築年数，法定利率等を考慮し配偶者居住権の負担が消滅
した時点の建物敷地の価値を算定した上，これを現在価値に引き直して求めることができる（負担消滅時まで
は所有者は利用できないので，その分の収益可能性を割り引く必要がある。）。


